










配当金について

（単位：円）
●配当金の推移

令和 5年
（2023）
（当事業年度）

46.5
（計画）
46.5
（計画）

23.5
（計画）
23.5
（計画）

23.023.020.020.0

35.535.5

15.515.5

令和 3年
（2021）

16.516.5

40.040.0

23.523.5

令和 4年
（2022）

令和 2年
（2020）

16.516.5

30.530.5

14.014.0

期末配当金期末配当金
中間配当金中間配当金

令和元年
（2019）

18.518.5

36.536.5

18.018.0
年
間
配
当
金

1株当たり四半期純利益が91円99銭のため、1株当たり中間配
当金は、連結配当性向25％の方針に基づき23円00銭となりま
した。

連結損益計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（令和 5年（2023）1月 1日から令和 5年（2023）6月30日まで）（単位：百万円）

科　　目 金　　額

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,296
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,148
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,548
現金及び現金同等物に係る換算差額 85
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 315
現金及び現金同等物の期首残高 39,400
現金及び現金同等物の期末残高 39,085
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

連結キャッシュ・フロー計算書

（令和 5年（2023）1月 1日から令和 5年（2023）6月30日まで）（単位：百万円）

科　　目 金　　額  

売上高 131,390
売上原価 103,202
売上総利益 28,188
販売費及び一般管理費
運賃及び荷造費 4,039
役員報酬 148
給料及び賞与 6,340
賞与引当金繰入額 275
福利厚生費 1,215
減価償却費 3,158
支払手数料 1,287
その他 2,565

　販売費及び一般管理費合計 19,031
営業利益 9,156
営業外収益
受取利息 4
受取配当金 36
不動産賃貸料 85
その他 81
営業外収益合計 208

営業外費用
支払利息 41
賃貸収入原価 24
その他 29
営業外費用合計 95

経常利益 9,269
特別損失
減損損失 20
投資有価証券評価損 316
土壌汚染処理費用 78
特別損失合計 414

税金等調整前四半期純利益 8,855
法人税、住民税及び事業税 2,896
法人税等調整額 △ 107
法人税等合計 2,788
四半期純利益 6,066
親会社株主に帰属する四半期純利益 6,066

株主メモ
事 業 年 度 毎年 1月 1日から同年12月31日まで
定時株主総会 毎年 3月開催
基 準 日 定時株主総会

期末配当金
中間配当金

12月31日
12月31日
6 月30日

その他必要がある時は、あらかじめ公告する一定の日
単 元 株 式 数 100株
公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載します。

公告掲載URL（ https://www.trusco.co.jp/ ）
株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目 4番 1号

事務取扱場所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
東京都千代田区丸の内一丁目 4番 1号

（郵便物送付先） 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目 8番 4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部　宛

上場証券取引所 東証プライム市場
証 券 コ ー ド 9830
会 計 監 査 人 有限責任監査法人トーマツ
【株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について】
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出及びご照
会は、口座のある証券会社宛にお願いします。
【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていな
かった株主様には、株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社に口
座（特別口座といいます）を開設しています。
（電 話 照 会 先）　
三井住友信託銀行株式会社
フリーダイヤル　0120-782-031
証券会社に口座を開設されていない株主様、又は特別口座についてのご照
会及び住所変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いします。

単元未満株式の買取請求及び買増請求に関するご案内
単元未満株式の買取・買増に係る手数料を無料としていますので、単元未満株式をご所有の株主様におかれましては、この機に、買取・買増制度をご利用いた
だきますようお願い申し上げます。
・買取請求：単元未満（100株未満）の株式を、株主様が当社に時価で売却できる制度
・買増請求：単元未満の株式を 1単元（100株）の株式にするために必要な差引株数を、株主様が当社から時価で買うことができる制度
≪各種お問合せ≫
・特別口座に記録されている株主様 ⇒ フリーダイヤル　0120-782-031
・証券会社に口座を開設されている株主様 ⇒ 口座のある証券会社へお問合せください

配当の基本方針変更に関するお知らせ▶ 裏表紙（P.16）参照
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くるみんマーク
（子育てサポート企業）

ポジティブアクション
（女性の活躍推進）

日本パラスポーツ協会

会社の概要
商 号 トラスコ中山株式会社
本 店 東京都港区新橋四丁目28番 1号

トラスコ フィオリートビル
本社事務所 

　　

東京本社： 東京都港区新橋四丁目28番 1 号 
トラスコ フィオリートビル

大阪本社： 大阪市西区新町一丁目34番15号
トラスコ グレンチェックビル

 事 業 所（※1）国内拠点89か所（本社 2か所、支店59か所、物
流センター28か所）
海外拠点 5 か所（現地法人：タイランド、イ
ンドネシア／仕入先開拓オフィス：ドイツ
（デュッセルドルフ）、台湾、タイ）

資 本 金 50億2,237万円
創 業 昭和34年（1959）5月15日
法 人 設 立 昭和39年（1964）3月 2 日
取 引 銀 行 みずほ銀行　りそな銀行　三菱UFJ銀行

三井住友銀行　三井住友信託銀行

発行体格付 A（株式会社格付投資情報センター）

従 業 員 数（※2） 3,051名（社員 1,714 名　パートタイマー 1,337名）
（※ 1）令和 5年（2023）7月末時点の事業所数
（※ 2）令和 5年（2023）6月末時点の実際の雇用人数
　　　 役員・子会社現地従業員の人数含む

役員

中
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哲
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代表取締役社長

中
なか

井
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雄
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取締役 営業本部 本部長

数
かず

見
み

　　篤
あつし 取締役 経営管理本部 本部長 兼

デジタル戦略本部 本部長

直
なお

吉
よし

秀
ひで

樹
き

取締役 物流本部 本部長

中
なか

山
やま

達
たつ

也
や

取締役 商品本部 本部長

齋
さい

藤
とう

顕
けん

一
いち

社外取締役 株式会社フォアサイト・アンド・カンパニー
代表取締役

萩
はぎ

原
はら

邦
くに

章
あき

社外取締役　萩原工業株式会社 相談役

鈴
すず

木
き

貴
たか

子
こ

社外取締役　エステー株式会社 会長

今
いま

川
がわ

裕
ひろ

章
あき

常勤監査役

鎌
かま

倉
くら

寛
ひろ

保
ほ

非常勤監査役　公認会計士

和
わ だ

田 頼
より

知
とも

非常勤監査役 和田公認会計士事務所
公認会計士

日
ひ ね の

根野 健
けん

非常勤監査役
日根野公認会計士事務所 代表 公認会計士
税理士法人日根野会計事務所 代表社員
株式会社アクションラーニング 代表取締役

会社概要

令和 5年12月期より新設 「トラスコ善択配当」
̶ 配当の基本方針変更に関するお知らせ ̶

■変更の概要及び理由
　当社は、日本のモノづくりのお役に立つことを目的とした事業活動や設備投資を行い、持続的な成長を果たすことに
より、その成果を最大限株主様に還元できると考えています。今後も積極的なデジタル・物流投資を行うと、減価償却
費が増加し、配当の基礎となる当期純利益を押し下げることに繋がります。積極的なデジタル・物流投資と、株主の皆
様の配当期待との二律背反の問題を解決するため、取捨善択の考えに基づき、新たな配当制度「トラスコ善択配当」を導
入いたします。

■詳細
・１株当たり年間配当金が前事業年度の１株当たり年間配当金を下回った場合に適用する。
・配当の基礎となる当期純利益に該当期の減価償却費×最大10％を加算し、協議のうえ年間配当金を計算する。
・中間配当金においては、前事業年度の１株当たり中間配当金を下回っている場合であっても適用しない。
・ 事業活動に直接の関わりのない不動産・株式の売却、及びその他特殊要因による影響額を除外して配当額を決定するという点
は変更なし。

ご案内




